予算要求資料
平成27年度当初予算　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：県民生活行政費
	事業名　新自治会・町内会等地域活動支援ネットワーク事業費


　　　　　　　　 （この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）

　　　　　　　 　　環境生活部　環境生活政策課　地域コミュニティ室　コミュニティ・生涯学習係

                   　　　電話番号：058-272-1111（内2395）　E-mail：c11260@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　　　　　　　 3,734千円（前年度予算額：    0千円）

＜財源内訳＞

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産
収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	3,734
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,734

	決定額
	3,700
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,700


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
地域コミュニティ活動の担い手不足や高齢化が進む中、地域住民だけで地域課題
を解決することには限界があるため、地縁を越えた広域的な連携や人材の呼び込み
により新しいリーダーの養成や必要なノウハウを持った（又は将来習得する）新し
い担い手を確保する必要がある。
民間企業や大学などの専門機関による広域的ネットワークを形成し、支援を必要

とする自治会等のニーズと支援人材の広域的なマッチングを図るとともに、ネット
ワークの構成団体のノウハウを活用し、地域活動を担うリーダーの養成や現役世代
向け担い手育成研修を実施する。
（２）事業内容
　　①自治会・町内会等地域活動支援ネットワーク設立

　　　専門性を活かして地域活動を支援する民間企業や、学生の地域活動への参加を希

　　望する大学を募りネットワークを形成。
　　　ネットワークで支援できる内容をメニュー化し、県ホームページや広報誌等で広

　　くＰＲし、自治会等のニーズと支援人材を広域的なマッチングを行う。

　　　支援を希望する自治会等は市町村を通じて県へ支援要請。県は人材派遣等の支援

　　の調整と、派遣者の旅費・消耗品等の実費を提供。

　　　ネットワークの構成員や市町村職員が、地域課題への対応手法やネットワークの

　　あり方について意見・情報交換を行う検討会を開催。

　　②次世代地域リーダー塾の開催

　　　市町村から推薦された若手の地域リーダーに対して、地域課題の解決に必要な専

　　門知識や、女性・若者など新たな人材を呼び込む手法を学ぶ研修を実施する。なお、

　　研修講師やフィールドワークの場については、ネットワークからの協力を得て準備

　　する。
【講座内容】

地域政策系大学(※)の教員、ネットワークの構成員等を講師に、講義、グルー
　　　プワーク等による演習（ケーススタディ形式）で学ぶ実践的な研修を、県内１か
所で３日間（各回４０人程度）開催する。

※岐阜大学、愛知大学、高崎経済大学等
　　③現役世代の担い手育成

　　　県内の企業・事業所の現役世代の従業員を対象に、キャリアを活かした地域貢献
　　や働き方の多様な形などを紹介するとともに、自らの専門性を活かして地域活動を

　　行うことにより地域活動等に対する関心を高める機会を創出し、新たな地域の担い

　　手を育成する。

【研修内容】

　　　　企業・事務所等で働く現役世代等を対象に、講義と実践的な体験講座を組み合
わせた担い手研修を県内10社で開催する。

　　　＜講座例＞
　　　　・企業の地域貢献と地域活動(※)を一緒に学ぶ講座

　　　　・認知症の知識と地域活動を一緒に学ぶ講座
      　・コミュニケーション向上と介護ボランティア活動を一緒に学ぶ講座　など
　　　　　※運動会、祭り、防災訓練、交通安全、子どもの見守り活動等の支援

（３）県負担・補助率の考え方

　　　地域コミュニティの再生・活性化を図るための人材育成や専門的・広域的な支援であり、県負担は妥当。
（４）類似事業の有無
　　　無

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	446
	講師等及びプロポーザル委員謝金

	旅費
	454
	講師等及びプロポーザル委員、職員旅費

	需用費
	245
	消耗品費（事務用品・資料）、講師等飲料、印刷製本費

	役務費
	48
	連絡調整費

	委託料
	2,421
	現役世代向け担い手研修事業委託

	使用料
	120
	会場借上料

	合計
	3,734
	


	　決定額の考え方



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
【岐阜県長期構想】
Ⅳ　政策の方向性「清流の国ぎふ」の未来づくり

３　「清流の国ぎふ」づくり（「2020プロジェクト」）

（４）地域を支え、未来を担う人づくり
（２）後年度の財政負担
　　　５年を目途に事業の継続等について必要な検討を実施。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
〈次世代地域リーダー塾の開催〉

新たな視点や感性で地域と関わり、地域の課題へ先導的にアプローチできる次世代地域リーダーを育成する。
〈現役世代の担い手育成〉

地域コミュニティ活動の担い手の不足や高齢化が進む中、企業等で働く現役世代の従業員を対象に地域活動への参加促進を図り、新たな地域の担い手を育成する。


（目標の達成度を示す指標と実績）　

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	次世代地域リーダー塾（受講者数累計）

(〜H25絆ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ養成講座)
	0人
（H23）
	70人

（H24）
	107人

（H25）
	147人

（H26）
	187人

（H27）
	78.6％

	コミュニティ・ボランティア育成事業

（出前講座の開催回(企業)数累計）
(〜H26　ｺﾐｭﾆﾃｨ・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ育成事業)
	0回
（H23）
	46回

（H24）
	88回

（H25）
	108回
（H26）
	118回

（H27）
	91.5％


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	従業員の雇用や社会貢献活動等で広域的に活動する企業と連携し、従業員に対し地域活動への参加を呼び掛ける出前講座を開催することは、県の役割として妥当である。

また、団塊の世代が2007年以降順次60歳を迎え、多くの定年退職者が地域社会へ回帰している状況であるため、時宜を得た取組である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	地域のリーダーとなり得る人材の養成研修や、現役世代向けに事業所へ出前講座を行うことで、新たな視点や感性で地域活動に携わるきっかけを提供し、地域の課題解決や地域・住民の絆づくりを促進することができる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	リーダー塾については、ネットワークの専門家から研修講師を派遣したり、担い手育成については、専門機関であるＮＰＯ等へ委託することにより効果的な事業実施に努めている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
いずれの事業においても、講座の受講者を対象にアンケートを実施しているため、受講者の意見等を踏まえ、講座内容の一層の改善を図る必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　企業や大学などの専門機関による広域的ネットワークを形成するなど、支援を必要とする自治会等のニーズと支援人材の広域的なマッチングを図る。



